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2025 年６月に施行予定。
企業の熱中症対策が罰則付きで義務化へ

2025 年６月１日以降、熱中症のおそれのある作業、具体的には
「WBGT28度以上又は気温 31度以上の環境下で連続１時間以上
又は１日４時間以上の実施」が見込まれる作業を対象として、
事業主に対し、具体的な熱中症対策を講じることが義務付けら
れます。事業者が講じるべき熱中症対策は、大きく分けて
「報告体制の整備」、「実施手順の作成」、「関係者への周知」の
３点です。

熱中症のおそれがある労働者を早期に発見できるよう、「熱中症の自覚症状が
ある労働者」や「熱中症のおそれがある労働者を見つけた者」がその旨を
報告するための仕組み作りが求められます。具体的には、事業場における
緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等の作成が挙げられます。

併せて、積極的に「熱中症の症状がある労働者を見つけるための措置」として、
職場巡視やバディ制の採用、ウェアラブルデバイス等の活用や双方向での定期
連絡等現場において取り組まれている効果的な措置を講じることが、通達で
推奨されます。 （参考）ウェアラブルデバイス

熱中対策バンドI-BOW DIGITAL

（参考）暑さ指数計
黒球型携帯熱中症計
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（参考）塩タブレット５兄弟
ワークウォーター ゼロ

企業における熱中症発生、原因の多くは「初期症状の放置、対応の遅れ」

事業者に義務付けられる
熱中症対策の具体的な内容は？

報告体制の整備
企業に義務付けられる熱中症対策①

職場における熱中症の死傷者数は、2022年以降
右肩上がりとなっており、労働災害による死亡者数
全体の約４％にあたる年間30人以上が熱中症で
亡くなっています。労働安全衛生法の規定では、
「高温などによる健康障害を防止するため必要な
措置を講じなければならない」こととされており、
労働安全衛生規則において、「労働者に与える
ために、塩及び飲料水を備えること」などが義務
付けられています。 



出典：厚生労働省「職場における熱中症対策の強化について（その２）」

熱中症のおそれがある労働者を把握した場合に迅速かつ的確な
判断が可能となるよう、作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送
など熱中症による重篤化を防止するために必要な措置の実施手順
を事業場ごとにあらかじめ作成する必要があります。

「報告体制の整備」、「実施手順の作成」に関して、あらかじめ
関係者に周知し、万が一の際に機能するようにしなければなり
ません。ここで言う「関係者」には、同一作業場において、
労働者だけでなく、労働者以外の熱中症のおそれのある作業に
従事する者も幅広く含まれます。

企業における熱中症対策は、罰則付の義務規定となりそうです。
上記の「報告体制の整備」、「実施手順の作成」、「関係者への
周知」への対応を怠った場合、法人や代表者らに６ヶ月以下の
懲役又は、５０万円以下の罰金が科せられる可能性があります。
また、熱中症対策義務化の対象作業に該当しない業務においても、
作業強度や着衣の状況等によっては、上記の作業に該当しない場合
であっても熱中症のリスクが高まるため、上記に準じた対応が望ま
しいとされます。企業の安全配慮義務の一環として、必要な熱中症
対策を講じられるように準備を進めましょう。
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ふらつき、生あくび、失神、
大量の発汗、痙攣など

返事がおかしい、ぼーっとしている、など
普段と様子がおかしい場合も、熱中症の
おそれありとして取り扱うことが適当。
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これ一冊で、
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企業に義務付けられる熱中症対策
怠った場合は罰則の対象に

事業者に義務付けられる
熱中症対策の具体的な内容は？（つづき）

実施手順の作成
企業に義務付けられる熱中症対策②

関係者への周知
企業に義務付けられる熱中症対策③
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身体冷却など

医療機関への搬送
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医療機関への搬送に際しては、
必要に応じて救急隊を要請す
ること。

救急隊を要請すべきか判断に
迷う場合は、＃7119等を活用
するなど、専門機関や医療機関
に相談し、専門家の指示を仰ぐ
ことも考えられる。

医療機関までの搬送の間や経過観察中は、
一人にしない（単独作業の場合は、常に
連絡できる状態を維持する）

回復後の体調急変等により症状が悪化
するケースがあるため、連絡体制や体調
急変時等の対応をあらかじめ定めておく
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